一般財団法人佐渡市スポーツ協会定款
第１章　総　則
（名称）
第１条　当法人は、一般財団法人佐渡市スポーツ協会という。
（主たる事務所）
第２条　当法人は、主たる事務所を新潟県佐渡市吉岡1675番地に置く。
（目的）
第３条　当法人は、市民のスポーツ活動の振興に資する事業を行い、市民スポーツの活性化に寄与することを目的とする。
（事業）
第４条　当法人は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。
　（１）市民のスポーツ活動の振興に資する事業
（２）市民スポーツの活性化に資する事業
（３）市民スポーツの競技力向上に関する事業
（４）加盟団体の強化発展と相互の連携に関する事業
（５）生涯スポーツの振興と健康・体力の維持増進に関する事業

（６）スポーツ指導者の養成事業
（７）青少年スポーツの育成強化に関する事業
（８）佐渡市の委託を受けて行うスポーツ事業
（９）佐渡市のスポーツ施設の管理運営事業

（10）スポーツ情報の収集・提供及び広報・啓発に関する事業

（11）スポ―ツに関する功労者、優秀競技者等の表彰に関する事業
（12）前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要な事業

（公告）

第５条　当法人の公告は、官報に掲載する方法により行う。
　　　　　　第２章　加盟団体及び賛助会員

（加盟団体）
第６条　当法人は、次の各号のいずれかに該当する団体を加盟団体とする。
　（１）佐渡市において各種競技を統括する競技団体及び学校体育団体

　（２）佐渡市の一定の地域を統括する地区体育団体

　（３）前２号に掲げるもののほか、理事会の承認を得て指定した団体

（加盟）

第７条　前条の加盟団体になろうとする団体は、別に定めるところにより加盟の申込を行い、理事会の承認を受けなければならない。

（加盟団体負担金）

第８条　加盟団体は理事会において別に定める負担金を毎年納入する。

（脱退）

第９条　加盟団体が脱退しようとするときは、理由を付して脱退届を提出し、理事会において、同意を得なければならない。

２　当法人は、加盟団体が第６条に定める資格を失ったとき、又は当法人の加盟団体として不適当と認められるときは、理事会の承認を得て、これを脱退させることができる。
（加盟脱退に係る必要事項）

第１０条　前４条に定めるもののほか、加盟団体並びに加盟及び脱退について必要な事項は、理事会の決議を経て別に定める。
（賛助会員）

第１１条　当法人の賛助会員は、この法人の目的に賛同し、その事業を援助する個人又は法人等の団体とする。

２　賛助会員になろうとする者は、入会の申込と同時に理事会において別に定める会費を納入しなければならない。

３　前項に定めるもののほか、賛助会員に関して必要な事項は、理事会の決議を経て別に定める。
第３章　財産及び会計
（設立者の氏名及び住所並びに拠出する財産及びその価額）
第１２条　設立者の氏名及び住所並びに当法人の設立に際して設立者が拠出する財産及びその価額は、次のとおりとする。
　　　住　所　　新潟県佐渡市千種２３２番地
　　　設立者　　佐渡市　
　　　拠出財産及びその価額　　現金　３００万円
（基本財産）
第１３条　当法人の目的である事業を行なうために不可欠な基本財産は、次に掲げるものをもって構成する。
（1） 第１２条に記載された財産

（2） 基本財産とすることを指定して寄付された財産

（3） 理事会で基本財産に繰り入れることを議決した財産

２　やむを得ない理由によりその一部を処分しようとするとき及び基本財産から除外しようとするときは、あらかじめ評議員会において議決に加わることのできる評議員の３分の２以上に当たる多数の承認を受けなければならない。
（事業年度）
第１４条　当法人の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの年１期とする。
第４章　評議員及び評議員会

　　　　　　　第１節　評議員

（評議員）
第１５条　当法人に、評議員５名以上１０名以内を置く。

（選任及び解任）
第１６条　評議員の選任及び解任は、評議員会において行う。
（任期）
第１７条　評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。
２　任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、前任者の任期の残存期間とする。
　(報酬)
第１８条　評議員は、無報酬とする。ただし、評議員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。
第２節　評議員会

（権限）
第１９条　評議員会は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」という。）に規定する事項及びこの定款に定める事項に限り決議をする。
（開催）
第２０条　定時評議員会は、毎事業年度終了後３ヶ月以内に開催し、臨時評議員会は、必要に応じて開催する。
（議長）
第２１条　評議員会の議長は、評議員会において、出席した評議員の中から選出する。

　(議決)

第２２条　評議員会の議決は、議決に加わることのできる評議員の過半数が出席し、その評議員の過半数をもって行う。
２　一般法人法第１８９条第２項の議決は、議決に加わることのできる評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行う。

（議事録）

第２３条　評議員会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成し、議長及び出席評議員のうちから選任された評議員２名がこれに署名若しくは記名押印又は電子署名しなければならない。
第５章　役員及び理事会
　第１節　役　員
（役員等）
第２４条　当法人には、次の役員を置く。
理事　２０名以上５０名以内
監事　３名
２　理事のうち１名を会長とする。

３　理事のうち４名以内を副会長、１名を専務理事、３名以内を常務理事とすることができる。
４　会長は、副会長、専務理事及び常務理事を兼ねることができない。

５　第２項の会長を一般法人法上の代表理事とし、第３項の副会長、専務理事及び常務理事を業務執行理事とする。
（選任等）
第２５条　理事及び監事は、評議員会において選任する。

２　代表理事及び業務執行理事は、理事会において選定する。

３　監事は、当法人又はその子法人の理事又は使用人を兼ねることができない。
（理事の職務及び権限）
第２６条　理事は、理事会を構成し、この定款に定めるところにより、当法人の業務の執行を決定する。

２　会長は、当法人を代表し、その業務を執行する。
３　副会長は、会長を補佐し、理事会の議決に基づき、当法人の日常の事務に従事し、会長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代行する。
４　専務理事は、会長及び副会長を補佐し、当法人の業務を執行する。

５　専務理事は、事務局長を兼務することができる。
６　常務理事は、会長及び副会長を補佐し、専務理事とともに当法人の業務を執行する。

７　第２５条第２項で選定された理事は、毎事業年度に４月を超える間隔で２回以上、自己の職務執行の状況を理事会に報告しなければならない。

（監事の職務権限）
第２７条　監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成する。
２　監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。
（任期）
第２８条　理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終了の時までとする。
２　監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終了の時までとする。
（解任）
第２９条　役員が次の一に該当するときは、評議員会において解任することができる。ただし、監事を解任する場合は、議決に加わることのできる評議員の３分の２以上に当たる多数の決議に基づいて行なわれなければならない。
（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。
（２）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。
（報酬等）
第３０条　理事及び監事の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当法人から受ける財産上の利益は、評議員会の議決によって定める。
（顧問及び参与）

第３１条　当法人に顧問及び参与を置くことができる。

２　顧問及び参与は、理事会の推薦により会長が委嘱する。

３　顧問及び参与は、理事会、評議員会に出席して諮問に応じる。
４　顧問及び参与は、無報酬とする。
　　　　　　　第２節　理事会

（権限）
第３２条　理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。
（１）当法人の業務執行の決定
（２）理事の職務の執行の監督
（３）代表理事及び業務執行理事の選定及び解職
（招集）
第３３条　理事会は、法令の別段の定めがある場合を除き、会長がこれを招集する。
２　理事会の招集通知は、会日の５日前までに各理事及び監事に発する。ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。
３　理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで理事会を開催することができる。
（議長）

第３４条　理事会の議長は、会長がこれに当たる。
（決議）
第３５条　理事会の議決は、この定款に別段の定めがあるもののほか、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。
（議事録）

第３６条　理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成し、出席した会長及び監事は、これに署名若しくは記名押印又は電子署名しなければならない。
　　　　　　第６章　専門委員会

（専門委員会）

第３７条　当法人には、理事会の議決により各種の専門委員会を設けることができる。

２　専門委員会は、第４条の事業に関して調査研究及び審議をする。

（名称等）

第３８条　各専門委員会の名称、委員その他必要な事項は理事会が別に定める。

（委員長）

第３９条　各専門委員会に、委員長を置く。

２　専門委員会の委員長は、会長が定める。

第７章　定款の変更及び解散
（定款の変更）
第４０条　この定款は、評議員会において、議決に加わることのできる評議員の３分の２以上に当たる多数の議決によって変更することができる。
２　当法人の目的並びに評議員の選任及び解任の方法についても同様とする。
（解散）
第４１条　当法人は、基本財産の滅失その他の事由による当法人の目的である事業の成功の不能その他法令で定めた事由によって解散する。
第８章　事務局

（設置等）
第４２条　当法人の事務を処理するため、事務局を設置する。
２　事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。

３　事務局長及び重要な職員は、会長が理事会の承認を得て任免する。

４　事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。

第９章　附　則

 (法令の根拠)

第４３条　本定款で定めない事項は、すべて一般法人法その他の法令に従う。

以上、当財団の定款である。
　　　　　　　　　　　　　　一般財団法人佐渡市スポーツ協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表理事会長　　濱　田　　毅 　　印
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